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 京都市が WHO タバコ規制枠組み条約（FCTC）を誠実に履行され、日本たばこ産業株式会

社との関係を解消されることを強く要望します 

 

                                    記 

2016 年 2 月 15 日、京都市健康福祉局が日本たばこ産業株式会社（JT）の職員によって、

市内全飲食店を対象とした「店頭表示ステッカー」表示の普及の取組を開始すると発表し

ました 1)。これは行政と一企業である JT との癒着の疑いがあるだけでなく、国際条約で

ある WHO タバコ規制枠組み条約（FCTC）に違反しています。京都市は FCTC を誠実に履行し、

可及的速やかに JT との関係を解消すべきです。 

 

以下にその理由について述べます。 

１．喫煙による健康被害の圧倒的な科学的根拠 

タバコがタバコの使用者のみならず周囲の人々に対しても癌、循環器疾患、呼吸器疾患な

どの様々な疾患を惹き起こすことは数多くの科学的研究によって明白に証明されています。

またニコチンが麻薬と同様の依存性薬物であり、タバコの使用を容易に中止し難いことも

周知の事実です。タバコは通常の使用法で、使用者の健康寿命を縮め、半数に死をもたら

す特殊な商品です。 

 

２．おびただしいタバコの犠牲者 

能動喫煙および受動喫煙の危害によって、わが国で年間約 13 万人 2)-4)、世界では 600 万

人が死亡しており 5)、そのうち 60 万人が受動喫煙によるものです 6)。そしてこのまま対

策を講じなければ21世紀中には10億人がタバコによって殺されると警告されています7)。 

 

３．タバコ規制枠組み条約 

タバコによる「健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊的な影響」から人々を保護するた

めに、世界保健機関（WHO）の国際条約であるタバコ規制枠組み条約（FCTC）が締結され、

2005 年 2 月に発効しました 8)。2016 年 3 月現在 180 の国と組織が加盟しており、それぞ

れの国でタバコの消費を減らし、受動喫煙を防止するタバコ規制対策が着々と実行され、

世界中の人々がタバコによる危害から保護されるようになってきました。しかし依然とし

て、とりわけ発展途上国においてタバコによる甚大な危害は続いており、タバコの需要と

供給を抜本的に抑制することが要請されています。 

http://www.jstc.or.jp/


４．喫煙の健康被害を否定し、タバコ規制に反対し続ける JT 

しかるに、JT は依然として喫煙による健康被害とニコチンの依存性を否定・矮小化してお

り、最近でも一貫してタバコ規制に反対する行動を取り続けています。JT はホームページ

で受動喫煙による健康被害を認めていないと公言しており、M＆A戦略によりロシア、ヨー

ロッパ、アフリカ、アジアなどに販路を拡大し、世界 No.1 タバコメーカーを目指すとして

います 9)。 

 

５．FCTC 第 5 条 3 項 10) 

「長年にわたりタバコ産業は、タバコの害と闘うための公衆衛生政策を実施する政府とWHO

の役割を阻害するという明らかな意図をもって行動してきた」という認識に基づき、FCTC

第 5 条 3 項には、「締約国は、タバコ産業の商業上および他の既存の利益から、タバコの規

制に関する公衆の健康のための政策を擁護するために行動する」と記載されています。そ

して、ガイドラインの指針となる原則には「タバコ産業と公衆衛生政策の間には、根本的

かつ相容れない利害の対立が存在する。」と明記されています。 

 

６．JT 職員を使うことの意味 

このような前提に立てば、京都市が JT の職員を使って飲食店の喫煙状況を調査し、店頭表

示ステッカー表示の協力を依頼し、JT に店を回らせるのは、店側に圧力となり、禁煙店を

分煙店へ替え、あるいは喫煙可能店や分煙店が禁煙店に踏み切らないよう、（言外での）勧

誘や圧力となる可能性がないとは言えません。行政の健康部局がこのような施策に荷担す

ることは許されないことです。このような行為は、FCTC 第 5 条 3 項ガイドラインおよび第

13 条ガイドラインに明らかに反しており、結果的にタバコ産業に社会的信用と存在意義を

与えることになります。 

 

７．健康長寿のまち・京都との矛盾 

もし京都市が、健康長寿のまち・京都をめざし、喫煙が健康寿命を縮める最大の原因であ

ることを認識しているのなら、喫煙、受動喫煙の危害を否定・矮小化し、タバコ消費をさ

らに拡大しようとしている JT と共同で施策を行うことの愚は言をまちません。 

 

８．今回の表示ステッカーは、禁煙、分煙、喫煙可能などの表示とマークのみで、受動喫

煙及び喫煙の健康リスク表示が無いので、健康部局が所管することからすれば、間違って

います。
受動喫煙の健康リスクの以下のような明示とのセットが必要で、かつ有効です。 

 分煙・喫煙可の場合は以下の表示が必要です。 


(1)「受動喫煙によるタバコ煙は、非喫煙者、とりわけに子ども・未成年者・妊産婦に害

を及ぼします。」 


(2)「受動喫煙のリスクのある場所に、子ども・未成年者・妊産婦及び非喫煙者は立ち入

らないでください。立ち入らせないでください。」 


(3)出入口などに「子ども・未成年者・妊産婦及び非喫煙者の出入りはしないでください。」 

 禁煙の場合には、このような表示は必要ありません。 

 

９．世界遺産都市京都として 

毎年 5000 万人の旅行者が訪れる世界遺産都市京都は世界中から注視されています。世界の

タバコ規制に逆行するこのような京都市のおこないを改めなければ、京都市の行為は人類



のタバコ規制の歴史に汚点として永久に記録されることになるでしょう。 

京都市が FCTC の理念を理解し、FCTC およびそのガイドラインを誠実に履行して JT との関

係を解消されることを衷心より希望するものであります。 

                                      以上 
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